



The Closing down of the Kaesong Industrial Complex (Part 2)
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区分 主 要 事 項
国際
関係
・第 5次 6 者会談が持続して第 6次会談へ／北が核実験を強行（2006.10.9)／ UN安保理が対北制裁決議
案を採択
・第 5次 6 者会談の 3 段階会議で9.19共同声明の履行のため初期措置として2.13合意を発表（07.2.13)／





















副次官補が訪問（06.06)／在韓米大使ほか在韓米外交官 8名が訪問（06.06)／ EU議員団 8名が訪問
・総生産額 1億ドル達成（07.01)／開城工団の支援に関する法律を制定（07.08)／送電方式の電力供給開













































































































































































































分 任 組 名 カンソン分任組
所 属 裁縫 1 係 1組
構 成 分任長 金恵蘭（音訳）他15名
結 成 日 時 2006年 7月 3 日
担 当 業 務 (空欄)
主題解決件数 1件


















































































































































































地 図 ； https: //www. bing. com/images/search? view = detailV2&ccid = TTEsqnua&id =
4E784AAEBC6EAF124709FCBDB1AC4DC8AD7A193A&thid = OIP. TTEsqnuaX5jLdKhsP_eW9wEsEl&q =
%e5%8c%97%e6%9c%9d%e9%ae%ae + %e5%9c%b0%e5%9b%b3 + %e6%97%a5%e6%9c%ac%e8%aa%9e&simid
= 608053781616133434&selectedindex = 22&mode = overlay&first = 1



















































































( 2 )北朝鮮の主導で往来が中断したのは2008年12月、09年 3月、10年 5月と11月で、その理由はさまざまに主張された。また
2013年 4月 3 日からは米韓合同軍事演習を理由に閉鎖され、同年 8月14日に南北当局者間で再開が合意されて、やっと閉





















( 8 )2017年 7月4日に北朝鮮が今年10回目のミサイル発射を行ったのに対し、文在寅政権では当日の正午から安全保障会議
（NSC）を開催し、この発射を分析すると同時に軍部へ対抗措置を命じた。電子版『ハンギョレ』2017年 7月4日。























































































開発区を発表したことに続き、2014年 7月に 6ヵ所を追加したので経済開発区は全部で19ヵ所に増えた。「北朝鮮、 6ヵ所
の経済開発区を追加」、電子版“DailyNK Japan”2014年 7月25日、http://dailynk.jp/archives/17957
(34)筆者の構想は、北朝鮮でも説明して賛同を得たことがある。その構想とは、開城工団など北朝鮮の経済特区に現在は無い
小型オートバイの生産ラインを設置し、北朝鮮国内だけでなくアフリカや中南米の新興国に販路を求める内容である。当
然この構想では技術提携を受ける日本の企業にロイヤルティ（royalty）を支払う前提であるが、太陽光で動くソーラー・
バイクの生産が最近になって現実化している状況の中、エネルギー不足という共通の課題を抱える開発途上国における先
駆的な試みとして実現の価値が高いと考える。
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